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（１）千葉市環境審議会の体制について 

 

１ 概要 

 （１）設 置 根 拠 千葉市環境基本条例（第２７条） 

 （２）目 的 環境の保全、創造に関する基本的事項を調査・審議する 

 （３）審議会委員 ２４人（定数２５人以内） [平成２９年７月１日現在] 

 

 

２ 所掌事務 

（１）審議会（条例第２７条） 

環境行政を総合的に推進する事項について調査審議するものとします。 

ア 環境基本計画に関すること 

イ 環境の保全及び創造に関する基本的事項 

 

（２）部会（条例第２８条、運営要綱第３条） 

個別事項について、具体的、実質的な調査審議を行い、原則として、部会で審議を完結する 

ものとします。なお、特に重要な事項については、審議会に報告するものとします。 

ア 環境総合施策部会 

     （ア）地球環境の保全に関すること 

     （イ）環境学習・教育等に関すること                                         

     （ウ）その他総括的環境施策に関すること 

イ 環境保全推進計画部会 

（ア） 大気環境の保全に関すること。 

（イ） 水環境の保全に関すること。 

（ウ） 地下水及び土壌の保全に関すること。 

（エ） 化学物質対策に関すること。 

（オ） 自然環境の保全に関すること。 

（カ） 先端技術に係る環境保全対策に関すること。 

（キ） その他地域環境対策に関すること。 

 

（３）専門委員会（条例第２９条、運営要綱第４条） 

特定の事項について専門的に調査・研究を行い、経過及び結果を審議会又は部会に報告する 

ものとします。設置する専門委員会の名称は、次のとおりとします。 

    ア 地球温暖化対策専門委員会 

    イ 地下水保全専門委員会 
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図１ 千葉市環境審議会 体制図（案） 
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（２）千葉市環境基本条例（抜粋）  

平成６年１２月２１日  

条例第４３号  

千葉市環境保全基本条例(昭和４６年千葉市条例第１８号)の全部を改正する。 

目次 

前文 

第１章 総則(第１条―第８条) 

第２章 環境の保全及び創造に関する基本的施策 

第１節 施策の基本方針(第９条) 

第２節 環境基本計画(第１０条) 

第３節 環境の保全及び創造を推進するための施策(第１１条―第２５条) 

第３章 地球環境保全の推進(第２６条) 

第４章 環境審議会 

（設置） 

第２７条  環境の保全及び創造に関して、基本的事項を調査審議する等のため、千葉

市環境審議会 (以下「審議会」という。 )を置く。  

２  市長は、次に掲げる事項を審議会に諮問しなければならない。  

(１ ) 環境基本計画に関すること。  

(２ ) 前号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する基本的事項  

３  審議会は、委員２５人以内で組織する。  

４  委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。  

(１ ) 学識経験者  

(２ ) 市民の代表者  

(３ ) 関係行政機関の職員  

(４ ) 市議会議員  

５  委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

６  審議会に会長及び副会長を置く。  

７  会長及び副会長は、委員の互選により定める。  

８  会長は、会務を総理し、審議会を代表する。  

９  副会長は会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。  

（部会）  

第２８条  審議会に、前条第２項第２号に掲げる事項を調査審議するため、必要に応

じ、部会を置くことができる。  

２  部会は、会長が指名する委員で組織する。  

３  部会に部会長及び副部会長を置き、部会に属する委員の互選により定める。  

４  部会長は、部会の事務を掌理する。  

3 



 

4 

５  前条第９項の規定は、副部会長について準用する。  

６  審議会は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とするこ

とができる。  

（専門委員会）  

第２９条  第２７条第２項各号に掲げる事項のうち、特定の事項について専門的に調

査研究するため、審議会又は部会に専門委員会を置くことができる。  

２  専門委員会は、審議会に置かれる専門委員会にあっては会長が指名する委員、部

会に置かれる専門委員会にあっては部会長が指名する当該部会に属する委員で組

織する。  

３  専門委員会に、第１項に規定する特定の事項を調査研究するため必要があるとき

は、臨時委員を置くことができる。  

４  臨時委員は、当該特定の事項に関し専門的知識を有する者その他市長が適当と認

める者のうちから、市長が任命する。  

５  臨時委員は、その者の任命に係る当該特定の事項に関する調査研究が終了したと

きは、解任されるものとする。  

（委員及び臨時委員の秘密保持義務）  

第３０条  委員及び臨時委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職

を退いた後も、同様とする。  

（関係者の出席等）  

第３１条  審議会、部会及び専門委員会は、必要があると認めたときは、関係者の出

席を求めて意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。  

（委任）  

第３２条  この章に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

別に定める。  
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（３）千葉市環境審議会運営要綱 
 
 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、千葉市環境基本条例（平成６年千葉市条例第４３号。 以下「条例」という。）第

３２条の規定に基づき、千葉市環境審議会（ 以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要な

事項について定めるものとする。 

 

（審議会） 

第２条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

 

（部会） 

第３条 条例第２８条第１項の規定に基づき、別表第 1のとおり部会を置き、その所掌は同表のとおり

とする。 

２ 部会の会議は、部会長が招集し、その議長となる。 

３ 部会は、部会委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

４ 部会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

５ 部会の決議は、条例第２８条第６項の規定に基づき、これをもって審議会の決議とする。ただし、

審議結果が特に重要事項として部会の議決を得たものは、部会長が審議会に報告するものとする。 

 

（専門委員会） 

第４条 条例第２９条第１項の規定に基づき、別表第２のとおり専門委員会を置き、その所属及び所掌

は同表のとおりとする。 

２ 専門委員会は、会長又は部会長の指示に基づき調査研究する。 

３ 専門委員会に委員長及び副委員長を置き、専門委員会に属する委員の互選により定める。 

４ 委員長は、委員会の事務を掌理する。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

６ 専門委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

７ 委員長は、専門委員会における調査研究事項の経過及び結果を、審議会におかれる専門委員会にあ

っては審議会に、部会におかれる専門委員会にあってはその所属する部会に報告しなければならない。 

８ 前各項に定めるもののほか、専門委員会の運営に関し必要な事項は、審議会におかれる専門委員会

にあっては会長が審議会に諮って定める。また、部会におかれる専門委員会にあっては部会長が部会

に諮って定める。 
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（庶務） 

第５条 審議会及び部会の庶務は、環境局環境保全部環境総務課において処理する。 

２ 専門委員会の庶務は当該専門委員会を所管する課において処理する。 

 

（委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定め

る。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成１５年７月１日から施行する。 

２ 次に掲げる要綱及び要領は、廃止する。 

（１）地下水汚染調査対策検討委員会設置要綱（平成５年５月１０日施行） 

（２）千葉市先端技術産業環境保全対策調査検討委員会設置要綱（平成６年１月５日施行） 

（３）千葉市環境審議会運営要領（平成７年１月１７日施行） 

（４）千葉市水環境保全対策専門委員会設置要綱（平成１０年３月１日施行） 

（５）千葉市大気環境保全委員会設置要綱（平成１０年４月１日施行） 

 

附 則 

この要綱は、平成１８年２月１６日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２２年６月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２３年７月１日から施行する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２４年５月２３日から施行する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２４年１０月９日から施行する。 
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附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２５年７月２４日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２６年８月１８日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２６年１１月１４日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年８月６日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年６月５日から施行する。 

 

 

別表１ 

部  会  名 所     掌 

１ 環境総合施策部会 (1) 地球環境の保全に関すること。 

(2) 環境学習・教育等に関すること。 

(3) その他総括的環境施策に関すること。 

２ 環境保全推進計画部会 (1) 大気環境の保全に関すること。 

(2) 水環境の保全に関すること。 

(3) 地下水及び土壌の保全に関すること。 

(4) 化学物質対策に関すること。 

(5) 自然環境の保全に関すること。 

(6) 先端技術に係る環境保全対策に関すること。 

(7) その他地域環境対策に関すること。 

別表２ 

 専門委員会名 所  属 所  掌 

２ 地球温暖化対策専門委員会 環境総合施策部会 地球温暖化対策に関すること。 

３ 地下水保全専門委員会 環境保全推進計画部会 地下水及び土壌の保全に関すること。 

 


